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エグゼクティブ・サマリー 

 

 第３期科学技術基本計画に従い、各省では以下のような取組を推進している。 

 

１．人材の育成、確保、活躍の促進 

（１）個々の人材が活きる環境の形成 

公正で透明性の高い人事システムの徹底のため、農林水産省においては、「農

林水産研究における人材育成プログラム」（平成 18 年 農林水産技術会議）を

決定した。農林水産省の各研究独立行政法人においてもこれを受け、平成 19 年

度中に個別の人材育成プログラムを策定している。その他の研究開発法人にお

いても、採用を原則公募とする、評価指標を見直すなどの対応を行っている。 

若手研究者の

自立支援のため、

テニュア・トラッ

ク制の導入や自

立した研究活動

に必要なスター

トアップ資金の

提供、研究スペー

スの確保等研究

環境の整備を支

援するとともに、

複数の研究費制

度において、特に

若手研究者を対象とした研究費等を整備、拡充している。各研究開発法人にお

いても、ポスドクの積極的採用や若手育成のための取組を実施している。 

人材の流動性の向上のため、多くの研究開発法人において任期制の導入や活

用に努めるほか、早期退職者への手当の優遇（情報通信研究機構）、都道府県や

国外を含む他機関との人事交流（水産総合研究センター、農業・食品産業技術総

合研究機構）、大学等との包括的協力協定に基づく客員教授の派遣（農業環境技

術研究所）等を実施している。また、産業技術総合研究所においては、ポスド

ク等の若手研究者を対象に、専門知識を有しつつ、異分野の専門家と協力する

コミュニケーション能力や協調性を有する人材の輩出を目指す「産総研イノベ

ーションスクール」を平成２０年から開講している。 

女性研究者の活躍促進のため、文部科学省においては、科学技術振興調整費

「女性研究者支援モデル育成」等を実施している。各省の複数の研究費制度に

○ 調整費による支援により、若手研究者が自立して裁量ある研究に
専念できる環境の整備を促進

・若手研究者（調整費による支援対象）の人件費、テニュアトラック段階の
研究費（研究スペースの確保に係る経費を含む）等を支援

・優れた人材の受入環境整備に必要な経費（国際公募・審査経費）も措置

・組織内の画一的配分を行わないよう効果的な措置を検討

・調整費による５年間の支援の間に各機関が予算措置を行い、制度を根
付かせていく

優れた人材を育成する実績を有する研究拠
点であり、かつ若手研究者が自立的に研究
できる環境を整備する研究機関を国が選定。

○若手の自立促進のための組織的取組

－テニュア・トラック制（若手研究者が厳正
な審査を経てより安定的な職を得る前に、
任期付の雇用形態で自立した研究者として
の経験を積むことができる仕組み）を導入

－優れた人材を育成する実績を有する研究拠
点である機関を対象

－機関は、当該若手研究者が自立して研究で
きる環境整備を実施

－支援する研究者は各機関が公募

－支援終了後に本取組を各機関が根付かせて
いくことを担保 等

機関選定の基準機関選定の基準

○目 的： 若手研究者が自立して研究できる環境の整備を促進するため、世界的研究拠点を目指す研究機関において、テ
ニュア・トラック制に基づき若手研究者に競争的環境の中で自立と活躍の機会を与える仕組みの導入を図る。

○対象機関： 大学、大学共同利用機関、国立試験研究機関及び独立行政法人
○実施期間： 原則５年間（３年目に中間評価）
○実施規模： 原則として、年間２億円（間接経費を含む）を上限

ポスドク・
大学院（博士課程）

若手研究者
（助教・准教授レベル）Ａ

大
学

Ｂ大学・Ｃ University・Ｄ研究所

各機関のシステム改革のイメージ

若手が自立して研究できる
環境を整備

人材流動化により競争的
かつ創造的な環境を創出

民間企業、多様なキャリアパス

支援する研究者は
各機関が公募

教授

再任可能な任期制や再審制
で活性化を維持

准教授

ポスドク・
大学院（博士課程）

ポスドク・
大学院（博士課程）

若手研究者養成システム改革プログラム若手研究者養成システム改革プログラム（科学技術振興調整費）（科学技術振興調整費）

＜＜若手研究者の自立的研究環境整備促進若手研究者の自立的研究環境整備促進＞＞
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おいて、出産・育児等の研究に従事していない期間について配慮する制度を導

入している。各研究開発法人においても、出産・育児に係る労働条件の整備を

進めるほか、一時預かりなどの保育支援制度の導入（農林水産省各研究所）、採

用における女性比率の目標設定（経済産業省産業技術総合研究所）等の取組を

行っている。また、女子高校生･学生の理工系分野の選択を促進するため、内閣

府男女共同参画局では、女子高校生・女子学生等を対象にした理工系分野に関

する情報提供・意識啓発キャンペーン等を、文部科学省では、女子中高生に対

し、女性研究者との交流機会の提供や実験教室、出前授業等を行う「女子中高

生の理系進路選択支援事業」を実施している。 

 外国人研究者の活躍促進のため、法務省においては、研究者の在留期間を５

年とする運用の確保、在留資格変更手続の簡素化のための在留管理制度の見直

し、学位取得者の就職活動のための滞在期間の一層の延長、特定の研究機関等

で研究等を行う外国人の永住許可要件の緩和（構造改革特別区域計画の認定に

よる）等の制度整備を進めている。外務省においては、外国人研究者が会議等

への参加や、無報酬での講義、講演等のために訪日する際に必要となる「短期

滞在査証」申請を一定の要件を満たす場合に容易にする制度の整備を行った。

また、複数の研究開発法人において、英語での情報提供の充実や生活支援等を

行うほか、国際共同研究の積極的実施、外国人研究者を長期招聘する制度の整

備等の取組を行っている。 

 

（２）大学における人材育成機能の強化 

大学における人材育成機能強化のため、文部科学省において、学士課程教育

改革に関する取組やファカルティ・ディベロップメント（教員の職能開発）の

義務化等を進めるほか、大学院教育の実質化を推進することを目的として、大

学院における意欲的・独創的な研究者養成に関する取組を重点的に支援する「魅

力ある大学院教育」イニシアティブや、大学院教育の抜本的強化のため、コー

スワークの充実等の大学院教育の優れた組織的・体系的な取組を支援する「大

学院教育改革支援プログラム」を実施した。 

また、文部科学省は、大学院教育の充実・強化のための５年間の体系的・集

中的な取組計画である大学院教育振興施策要綱を策定し、大学院教育の実質化、

国際的な通用性、信頼性の確保、国際競争力ある卓越した教育研究拠点の形成

の３つの方向性を示し、国際的に魅力ある大学院づくりを推進している。また、

優れた資質や能力を有する人材が、経済的負担を過度に懸念することなく博士

課程（後期）に進学できるよう、独立行政法人日本学術振興会が実施する特別

研究員事業において、博士課程在学者への支援を重点的に拡充している。 

 



 5

（３）社会のニーズに応える人材の育成 

産学が協働した人材育成の推進のため、文部科学省は、長期インターンシッ

プやものづくり技術者及びサービス・イノベーション人材の育成を支援する「産

学連携による実践型人材育成事業」を実施している。また、経済産業省におい

ては、「産学人材育成パートナーシップ」での検討結果を踏まえた産学連携によ

る人材育成プログラムの開発とその実証等を行っている。 

博士号取得者の産業界等での活躍促進のため、文部科学省では、博士課程学

生やポストドクター等のキャリアパス多様化に向けた組織的支援と環境整備を

行う機関の支援や、若手研究者等が狭い学問分野の専門能力だけでなく、国内

外の多様な場で創造的な成果を生み出す能力を身につける研究人材養成システ

ムの構築を推進している。 

知の活用や社会還元を担う多様な人材の養成のため、文部科学省においては、

産学連携による実践型人材育成事業や専門職大学院等における高度専門職業人

養成教育推進プログラムを実施している。また、多様な人材ニーズに対応する

ため、サイエンスコミュニケーター（国立科学博物館）、農林水産分野の知的財

産専門家（農林水産省）、技術経営人材、産学連携製造中核人材（経済産業省）

等の育成が進められている。 

 

（４）次代の科学技術を担う人材の裾野の拡大 

知的好奇心に溢れた子どもの育成のため、科学技術振興機構においては、理

科支援員等の配置、理数系教員の指導力を向上させるための研修、理科教材の

開発･活用の支援等を実施している。また、各研究開発法人において、学生・一

般向けの公開やセミナー、教育現場への講師派遣等の取組が行われている。 

才能ある子どもの個性能力の伸長のため、文部科学省において理系学部を置く大学

の教育プログラムの開発等を支援する理数学生応援プロジェクトを実施しているほ

か、科学技術振興機構において、先進的な理数教育等を行う高等学校等を指定、支援

するスーパーサイエンスハイスクールを推進している。 

 

２．科学の発展と絶えざるイノベーションの創出 

（１）競争的環境の醸成 

競争的資金及び間接経費については、各省において制度を充実している。 

多くの競争的資金制度において、審査員の多様性確保や不採択理由の研究者

への開示等の公正で透明性の高い審査体制の確立が進んでいる。科学技術振興

機構や医薬基盤研究所等においては、ＰＤ・ＰＯ人材養成の取組も実施してい

る。 

また、組織における競争的環境の醸成のため、複数の研究開発法人において、
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開催予定日：平成20年11月10日

開催予定場所：ホテルオークラ東京

主な参加者：大学､研究機関､産業界のトップ

参加予定人数：約1,000人

開催主旨：学長･総長､社長クラス､地方自治体等のトップを対象に

交流･対話の場を提供、産学官連携の啓発を行う。

産学官連携サミットの開催
産業界、大学、研究機関の「トップ」が集結

産学官連携サミットの開催
産業界、大学、研究機関の「トップ」が集結

「国際競争力強化に向けた社会システムイノベーション」
Ⅰ．基調講演 科学技術担当大臣による政府の施策等プレゼン
Ⅱ．特別講演 海外の大学・企業関係者、国内企業関係者

（先進的事例の紹介、具体的課題など）
Ⅲ．パネルディスカッション・全体ディスカッション
国内外の産・学・官・ベンチャーキャピタルによる具体的な
取り組みの紹介やイノベーション創出に関する討議

「国際競争力強化に向けた社会システムイノベーション」
Ⅰ．基調講演 科学技術担当大臣による政府の施策等プレゼン
Ⅱ．特別講演 海外の大学・企業関係者、国内企業関係者

（先進的事例の紹介、具体的課題など）
Ⅲ．パネルディスカッション・全体ディスカッション
国内外の産・学・官・ベンチャーキャピタルによる具体的な
取り組みの紹介やイノベーション創出に関する討議

内容 （ Ｈ２０年度テーマ（予定））

WPI センターの概要 

京都大学 
物質－細胞統合システム拠点（iCeMS) 
■研究概要： 
幹細胞とメゾ制御による細胞科学と 
     物質科学の統合領域の創出 

大阪大学 
免疫学フロンティア研究センター（IFReC) 
■研究概要： 
生態イメージング技術を用い 
     動的な免疫系の解明 

内部で競争的に配分する資金を設けている。 

  

（２）大学の競争力の強化 

世界の科学技術をリードする大学の形成のため、文部科学省では、世界から

第一線の研究者が集まり優れた研究環境と高い研究水準を誇る「目に見える拠

点」形成を目指す「世界トップレベル研究拠点（ＷＰＩ）プログラム」や、国

際的に卓越した教育研究拠点の形成をより重点的に支援する「グローバルＣＯ

Ｅプログラム」等を実施している。 

また、文部科学省は、個性特色を活かした大学の活性化のため「地域に開か

れた大学の育成事業」を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）イノベーションを生出すシステムの強化 

産学官の持続的発展的

な連携システムの構築の

ため、内閣府、文部科学

省等が中心となり、産学

官のトップが一堂に会す

る産学官連携推進サミッ

トを開催するほか、全国

の産学官連携の推進を担

う第一線のリーダーや実

務経験者等が議論や交流

等を行う産学官連携推進

物質・材料研究機構 
国際ナノアーキテクト二クス研究拠点(MANA) 
■研究概要： 
ナノアーキテクトニクスに基づく 
     持続可能な発展に資する材料の開発 
東京大学 
数物連携宇宙研究機構(IPMU) 
■研究概要： 
数学、物理学、天文学の連携による 
          宇宙の起源と進化の解明 

東北大学 
原子分子材料科学高等研機構(AIMR) 
■研究概要： 
原子分子制御法を駆使した革新的な 

材料創製とデバイス・システムの構築 
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会議を開催している。 

また、文部科学省において、産学官連携の推進のための大学における体制整

備等を支援するため、「産学官連携戦略展開事業」や「大学知的財産本部整備事

業」を実施するほか、文部科学省 科学技術振興機構は「技術移転支援センタ

ー事業」などの施策や、大学発の研究成果の社会還元を図るための「産学共同

シーズイノベーション化事業」「独創的シーズ展開事業」などの施策を実施して

いる。農林水産省においては、農林水産関係の研究開発成果の実用化や技術移

転を推進している。経済産業省においては、承認ＴＬＯに対する各種支援を行

う「創造的産学連携体制整備事業」を実施しているほか、新エネルギー・産業

技術総合開発機構が、大学の研究成果を活用し重点推進４分野関連の実用化研

究開発を支援する「大学発事業創出実用化研究開発事業」等を実施している。 

 

公的部門における新技術の活用促進のため、国は、政府調達（公共事業を除

く）手続の電子化推進省庁連絡会議幹事会じおいて、中小企業者が入札に参加

できる特例を設けるよう「技術力ある中小企業者等の入札参加機会の拡大につ

いて」の改正を行った。 

 

研究開発型ベンチャー等の起業活動に対しては、各省において支援する取組

を実施するほか、複数の研究開発法人において、成果の活用による新事業創出

を促進するための取組を実施している。 

 

（４）地域イノベーションシステムの構築と活力ある地域づくり 

地域クラスターの形成のため、経済産業省においては、地域の中堅・中小企

業、ベンチャー企業が産学官の人的ネットワークを形成し、地域発の新事業・

新産業を創出するよう

な産業集積（産業クラ

スター）の形成を支援

している。 

地域における科学技

術施策の円滑な推進の

ため、経済産業省にお

いては、地域イノベー

ション創出共同体の形

成、地域における実用

化研究開発の促進など

の事業を実施している。

産業クラスター計画(全１８プロジェクト）

◇次世代中核産業形成プロジェクト
（バイオ、ＩＴ、ものづくり）

◇循環・環境型社会形成プロジェクト
（環境）

◇九州地域環境・リサイクル産業交流
プラザ(K‐RIP)
（環境）

◇九州シリコン・クラスター計画
（ＩＴ）

◇九州地域バイオクラスター計画
（バイオ）

◇北海道地域産業クラスター計画
‐北海道ＩＴイノベーション戦略
（ＩＴ）

‐北海道バイオ産業成長戦略
（バイオ）

◇ＯＫＩＮＡＷＡ型産業振興プロジェクト
（バイオ、ＩＴ、ものづくり、環境）

◇ＴＯＨＯＫＵものづくりコリドー
（バイオ、ＩＴ、ものづくり、環境）

◇東海ものづくり創生プロジェクト
（ものづくり）

◇東海バイオものづくり創生プロジェクト
（バイオ）

◇北陸ものづくり創生プロジェクト
（ものづくり）

◇関西バイオクラスタープロジェクト
（バイオ）

◇関西フロントランナープロジェクト

（ＩＴ、ものづくり）
◇環境ビジネスＫＡＮＳＡＩプロジェクト
（環境）

◇地域産業活性化プロジェクト
‐首都圏西部ネットワーク支援活動（ＴＡＭＡ）
‐中央自動車道沿線ネットワーク支援活動
‐東葛川口つくば（ＴＸ沿線）ネットワーク支援活動
‐三遠南信ネットワーク支援活動
‐首都圏北部ネットワーク支援活動
‐京浜ネットワーク支援活動
（ものづくり）

◇首都圏バイオ・ゲノムベンチャーネットワーク
（バイオ）

◇首都圏情報ベンチャーフォーラム
（ＩＴ）

◇四国テクノブリッジ計画
（バイオ、ものづくり）

クラスター政策の目標レンジ：

第Ⅰ期（２００１～５年）
～産業クラスターの立ち上げ期～

第Ⅰ期（２００１～５年）
～産業クラスターの立ち上げ期～

第Ⅱ期（２００６～１０年）
～産業クラスターの成長期～

第Ⅱ期（２００６～１０年）
～産業クラスターの成長期～

第Ⅲ期（２０１１～２０年）
～産業クラスターの自律的発展期～

第Ⅲ期（２０１１～２０年）
～産業クラスターの自律的発展期～
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また、各研究開発法人においても、地域との連携を促進するための取組を実施

している。 

 

（５）研究開発の効果的・効率的推進 

研究費の有効活用のため、府省共通研究開発管理システム(e-Rad)の運用が開

始されたほか、各省及び各研究開発法人において研究費の不正使用防止への取

組が実施されている。 

 

評価システムの改革として、各省において、評価のための指針等を作成し、

評価方法等の改善に努めている。例えば、厚生労働科学研究費補助金について

は各研究開発事業の趣旨・目的に応じて基準を定め審査・評価を行うほか、経

済産業省においては技術に関する施策の下に位置付けられる各事業のまとまり

を俯瞰する形で、相互関係等に着目し、個々の事業に係る評価結果を踏まえて

行う評価システム等を導入している。また、文部科学省においては、評価人材

の養成・確保のための、研究開発評価研修、研究開発評価ワークショップ、研

究開発評価シンポジウム等を実施している。 

 

３．科学技術振興のための基盤の強化 

国立大学法人等の施設については、「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計

画」を策定し、老朽施設の再生を最重要課題とした上で、施設の狭隘化の解消

による新たな教育研究ニーズへの対応、人材養成機能を重視した基盤的施設及

び卓越した研究拠点の再生、大学附属病院の再生を実施している。また、施設

マネジメントや新たな整備手法による整備等のシステム改革も併せて推進して

いる。国立大学法人の設備については、研究設備のマスタープランを策定し、

計画的整備に取組んでいる。各研究開発法人においては、最先端の施設整備、

老朽化・耐震化対策や研究基盤の拡充、効率的活用のための制度整備等を実施

している。 

先端大型共用研究設備の整備共用の促進のため、文部科学省において、「特定

先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」で規定する特定先端大型研究施

設（次世代スーパーコンピュータ、大型放射光施設（SPring-8）、Ｘ線自由レー

ザー施設）の施設整備・共用の促進を図っている。また、その他の大学・独立

行政法人等が有する先端的な研究施設・機器の共用を促進する「先端研究施設

共用イノベーション創出事業」を実施している。 

 

知的基盤の整備のため、文部科学省は、ライフサイエンス研究に必要なバイ

オリソースを系統的に収集・保存・提供するための体制の整備等を行うナショ
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ナルバイオリソースプロジェクトを推進している。農林水産省においても、農

林水産生物のゲノム情報データベースを統合し、高速かつ高精度に検索できる

システムを構築するとともに、欧米のデータベース機関とのリンクにより、ゲ

ノム情報を更新している。経済産業省では、平成２２年までに世界最高水準の

知的基盤整備を目指し、物理標準・化学標準等の計測標準、生物遺伝資源情報、

地質情報と化学物質安全管理等の技術分野において整備を推進した。環境省と

気象庁は、平成１８年度から、地球温暖化対策に係る関係府省・機関の地球観

測連携拠点（事務局：（独）国立環境研究所内）の運営を進めている。この他、

各研究開発法人において、保有する知的基盤の充実等を図っている。 

 

知的財産の創造・保護・活用のため、経済産業省特許庁においては、戦略的

な知財管理の重要性を啓発するとともに、質の高い特許の取得に向けた知財戦

略の転換を促進するなどの知的財産戦略等推進事業を実施している。また、経

済産業省特許庁 工業所有権情報・研修館においては、大学知的財産アドバイ

ザーや特許流通アドバイザーの派遣を実施している。 

 

戦略的な国際標準化活動の強化のため、経済産業省においては、平成 18 年１

１月、経済産業大臣主催の国際標準化官民戦略会議において「国際標準化戦略

目標」を公表し、その実施のため平成 19 年７月に「国際標準化アクションプラ

ン」を策定するなど、我が国の戦略的な国際標準化活動を推進している。 

 

４．国際活動の戦略的推進 

「科学技術外交」の推進のため、外務省においては、内外の関係者間の連絡

体制を整備したほか、平成２１年度より、我が国の科学技術を国際的にアピー

ルするための科学者の海外派遣のスキームを立上げる。また、国際協力機構に

おいては、文部科学省及び大学・研究機関等と連携し、環境・エネルギー、防

災、感染症対策等の分野において、開発途上国の大学・研究機関等と共同研究

を行う「地球規模課題に対応する科学技術協力」を実施している。この他、各

省、各研究開発法人において、国際共同研究、国際協力の事業を積極的に推進

している。 

 

５．社会国民に支持される科学技術 

科学技術に関する説明責任と情報発信の強化のため、各省、各研究開発法人

において、成果の公開、施設等の一般公開、サイエンスカフェ等の取組を実施

している。 
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